
はじめに

米国では、１９９６年以降、インターネットを利用

した金融取引が、急速に拡大してきている。

こうした取引においては、当初は、一定の範囲

の金融商品・サービス提供に特化し、価格の優位

性と利用の簡便性を前面に打ち出す新興金融機関

が、牽引役となってきた。

しかし、最近では、新興勢力の存在を無視でき

なくなった既存の大手金融機関が、インターネッ

トの活用を、顧客の獲得・拡大と販売チャネルの

見直しのため、戦略的に位置付けるようになり、

この分野での競争が、一層激化している。

１ インターネット金融取引の推移と現況

インターネットを活用した銀行取引（インター

ネット・バンキング）を、大手銀行として、世界

で初めて導入したのは、１９９４年９月からサービス

展開している米国のバンク・オブ・アメリカとい

われる。その後、米国の銀行の多くは、相次いで、

インターネット・バンキングに乗り出すことと

なった。

ただし、９０年代後半に入り、牽引役として、ま

ず注目を集めたのは、インターネット取引専業の

銀行であった。既存の大手銀行が、本格的にイン

ターネット・バンキングに力を入れ始めたのは、

最近１～２年のことといえる。

現在、インターネット・バンキングの利用者は

増加を続けているとみられ、全米における普及率

は、全世帯の５％超（４６０万世帯超）になったと

いわれる。個別銀行の顧客数をみると、バンク・

オブ・アメリカ及びウェルズ・ファーゴで、既に

１００万人を突破しており、ファースト・ユニオン、

シティグループ、チェース・マンハッタン等でも、

５０万～６０万人超に達している（図表１参照）。

また、米国では、近年の好景気の持続と株価の

上昇もあって、インターネットを利用した証券取

引（インターネット・トレーディング）が、大き

なブームとなった。インターネット・トレーディ

ングは、９６年以降に、急速に広まったが、こちら

も、先行したのは、インターネット専業証券や

ディスカウント・ブローカーであり、既存大手証

券が本格的に参入し始めたのは、最近になってか

らである。

インターネット・トレーディング・サービスを

提供する証券会社（オンライン証券）は、現在、

１４０社に達し（図表２参照）、取引口座数は、主要

証券数社のみで約９５０万口座ともいわれる。全米

における普及率では、全世帯の４％弱（３５０万世

帯超）といわれている。
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図表１ 主要米銀のインターネット・バンキング顧客数（９９年上期末）

出所：大和総研資料、菅宮・長［２０００］、ヒアリング情報等から作成。

図表２ 米国のオンライン証券会社数（各年末）

出所：大和総研資料、野村総合研究所資料、ヒアリング情報等から作成。
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２ 金融機関のインターネット戦略と金融ポータル

インターネット金融取引における競争激化は、

現在では、幅広いサービス・情報提供のための

「金融ポータル」サイト構築の動きを促進してい

る。この「金融ポータル化」に関しては、金融機

関のみならず、認知度の高い既存のポータル企業

も積極的に取り組んでいる。

２．１ 「金融ポータル」の定義と意義

�１ 「金融ポータル」の定義と種類

「ポータル」とは、様々な企業からの情報を集

約する、他のサイトへのリンクを展開するなどし

て、「入り口」としての機能を果たすウェブ・サ

イトのことを指す。こうしたサイトの代表的な例

としては、ヤフー、インフォシーク等の検索エン

ジン系が知られており、これらの広範な情報を集

約しているものは、「一般ポータル」（generic por-

tal）あるいは「水平ポータル」（horizontal portal）

と呼ばれる。これに対し、一定範囲のテーマ・情

報に特化し、その内容の充実度でユーザーの獲得

を図るサイトは、「垂直ポータル」（vertical por-

tal）と呼ばれている。後者については、ユーザー

のニーズがすべてそこで満たされる「最終目的地」

（destination site）を志向するものともいえる。

「金融ポータル」は、金融分野に特化して情報・

サービスを提供するサイトで、垂直ポータルの一

種である。最近では、�１一般ポータルの金融エリ

ア、�２金融情報に関する専門サイト、�３「ポータ

ル化」を進める金融機関サイト等様々なタイプが

開設されており、その範囲・定義が広がりつつあ

る。

本稿では、このところ、大手金融機関の金融

ポータル構築の動きが顕著になっている点に着目

し、特に�３を中心に紹介・検討していく。

�２ 「金融ポータル化」への流れ

金融機関は、１９９５年頃から、インターネットの

活用に取り組み始め、最近では、積極的にポータ

ル化を打ち出すようになっている。この間の取組

状況については、業態毎に異なり、必ずしも一般

化することはできないが、いくつかの特徴を中心

に、これまでの動きを概観することとする。

まず、金融機関のこれまでの取組からみると、

第一には、初めにも述べたように、インターネッ

ト取引においては、概して、伝統的な営業手法に

捕らわれない金融機関が、牽引役となってきたこ

とである。特に、オンライン取引専門の新興金融

機関が、インターネット・チャネル及び特定商

品・サービスに絞った営業戦略をとり、価格の優

位性と取引の簡便性を強調して、顧客を獲得した。

また、既に新興勢力が台頭しつつあった証券・

カード業界では、それらの中の比較的大手が積極

的な取組をみせたため、インターネット取引が速

やかに普及することとなった。

第二は、こうした流れの中で、大手金融機関が、

インターネット取引に対する姿勢を方向転換させ

たことである。従来、大手金融機関は、インター

ネットの利用を単なるコスト削減手段とみていた

り、インターネット・チャネルと既存チャネルと

の競合・調整を嫌ったりしていた。しかし、新興

勢力や他業態の影響を少なからず受けることとな

り、インターネット活用に戦略的な意味合いをも

たせるようになった。今後は、独自展開のみなら

ず買収活動も通じて、ポータル化の強力な推進役

となる可能性が出てきた。

そして、第三には、先行したオンライン専門金

融機関も、その後の動きを受けて、金融ポータル

化を目指しつつあることである。価格面も含め、

営業戦略の身軽な展開が身上のオンライン専門機

関は、独自のポータル導入又は一般ポータルとの

連携により、金融ポータル化に参入することで、
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インターネット取引市場での生残りを図ろうとし

ている。

また、提供される内容の点からは、第四として、

取引のオンライン化の度合いに差がみられるもの

の、各業態・各金融機関とも、一方的な情報発信

の段階を経て、顧客とのやり取りに基づく情報・

サービス提供を行い始めたことである。当初は、

預金・証券関連取引、オンライン・ショッピング

等比較的単純で高頻度のサービスほど、インター

ネット活用に馴染みやすかったことは確かである。

しかし、現在では、これらと比べると取引頻度が

低く、必ずしもオンラインで取引が完了しない保

険・ローン等についても、情報の集約化、見積り

の提示等により、顧客ニーズに対応しようとして

いる。

さらに、これと関連するが、第五には、イン

ターネット取引市場が次第に成熟化するのに伴い、

価格競争が困難になり始め、金融機関が新たな付

加価値を模索せざるを得なくなっていることであ

る。証券業界・カード業界では、手数料・年会費

無料やリボルビング・ローン当初金利ゼロを掲げ

るところも出てきている。金利上乗せに限界があ

る銀行業界においても、次の戦略の検討が求めら

れている。

（なお、主要な金融ポータルによる提供サービス

例概要については、図表３参照。）

２．２ 業態別の取組状況

次に、業態別のインターネット金融取引への取

組状況を、銀行・証券・保険各業界について、概

観しておく。

�１ 銀行業界の動き

銀行業界では、大手行を中心に、最近、改めて

インターネット・バンキングへの取組が活発化し

ている。

その大きな理由は、次のような他業態のイン

ターネット取引の伸長にあるとみられている。第

一には、やはり、インターネット・トレーディン

グの躍進が挙げられよう。第二に、インターネッ

ト取引に向かないと受け止められていたローン・

保険等についても、サイト上で取り扱う企業が出

図表３ 金融ポータルによる提供サービス（９９年末時点）

総 合 口 座 証 券 カ ー ド 住宅ローン 自動車ローン 定 期 保 険 自動車保険

銀

行

シティグループ ○ ○ 取引履歴照会 × × × ×

シ テ ィ F ／ I ○ ○ 他へのリンク 他へのリンク × 見積提示 見積提示

バ ン ク ワ ン ○ ○ ○ 一部○ × 見積提示 ×

ウィングスパン ○ ○ ○ 他へのリンク × 見積提示 見積提示

証

券

メリルリンチ ○ ○ 取引履歴照会 × × × ×

C・シュワブ ○ ○ 取引履歴照会 × × 見積提示 ×

フィデリティ ○ ○ 取引履歴照会 × × × ×

E ト レ ー ド ○ ○ ○ ○ 他へのリンク 見積提示 見積提示

そ

の

他

ア メ ッ ク ス ○ ○ 残高照会 × × × ×

Ａ Ｏ Ｌ 情報提供 残高照会 × ○ 情報提供 見積提示 見積提示

マイクロソフト 情報提供 残高照会 × ○ ○ 他へのリンク 他へのリンク

ヤ フ ー 残高照会 情報提供 ○ ○ ○ 見積提示 見積提示

ク ィ ッ ケ ン 情報提供 残高照会 残高照会 ○ 情報提供 見積提示 見積提示

出所： 野村総合研究所資料、日本経済新聞記事、ヒアリング情報等から作成。
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てきたことである。そして、第三には、一般ポー

タル企業等金融機関以外の金融ポータル化の動き

が加速している点である。

こうした状況から、大手金融機関は、自行サイ

トを独立した戦略部門として見直し、機動的なイ

ンターネット・バンキングを展開する体制を整え

つつある。

�２ 証券業界の動き

金融業界の中で、インターネット活用のメリッ

トを最も早く認識し、また享受したのは、証券会

社であった。

インターネット・トレーディング普及を先導し

たのは、取引手数料の安さを強調したオンライン

専門証券であり、その代表として、Eトレードが

挙げられる。続いて、チャールズ・シュワブ等

ディスカウント・ブローカー大手も、インター

ネット取引を導入し、価格競争を激化させた。

これに対し、大手フルサービス証券は、歩合制

営業マンを多く抱えることから、インターネット

活用に消極的にならざるを得なかった。しかし、

厳しさを増す競争の中で、顧客ニーズに対応して

いくため、最近になり、ようやく本格的にイン

ターネット・トレーディングに取り組むように

なった。

�３ 保険業界の動き

保険商品については、�１商品内容・取引手続等

が複雑である、�２預金商品・証券商品等より取引

頻度が低い、�３営業力及び独立性の強いエージェ

ントが存在する、等のことから、非対面のチャネ

ルでは取り扱いにくいとみられてきた。従って、

現在でも、インターネットによる取引には、懐疑

的な保険会社が少なくない。

その一方、顧客の入力データに基づき、対象と

なる保険商品について、保険料見積額や取扱保険

会社の提示を行うサイトが登場し、人気を集める

ようになった。

現状では、まだ、既存の保険会社とこれらの運

営企業とは、棲分け・共存の関係にあるといえる

が、後者と他業態の提携を含むポータル化の動き

が、次第に大手保険会社の取組にも影響を与え、

保険分野が今後の焦点となっていく可能性もある。

３ 金融ポータルを巡る競争とその影響

３．１ 一般ポータルの発展

様々な情報の集合体として登場した一般ポータ

ルは、その情報量が増えるにつれ、金融エリアを

区分するようになった。

これらのポータルの中には、大手金融機関の個

人口座情報を取り込み、金融機関のサイトまで行

かなくとも、残高情報等を入手できるようにした

ものもある。大手銀行バンカメリカと提携したヤ

フー、フルサービス証券ペイン・ウェーバーと提

携したクィッケン等がその例である。

さらに、金融機関がインターネット利用に慎重

な姿勢をみせていた分野において、独自サービス

を提供するポータル企業も現れた。それらの代表

例としては、マイクロソフトの「ホーム・アドバ

イザー」（住宅物件紹介及び住宅ローン提供）や

クィッケンの「クィッケン・モーゲージ」（ロー

ン提供）及び「インシュアマーケット」（保険料

見積り）が挙げられる。また、マイクロソフトは、

金融アドバイザーのオンライン紹介サービスも開

始している。これは、大手証券営業マン、ファイ

ナンシャル・プランナー等の登録者の中から、顧

客の入力条件に応じて、金融アドバイザーを提示

するサービスである。

３．２ 金融機関側の変化

近年、大手金融機関は、多様な金融商品・サー

ビスを総合的に提供する「金融フルサービス」化

を志向してきた。したがって、大手金融機関に

とって、金融ポータル化は、従来からのリテール
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戦略の延長線上にあるものともいえる。

しかし、その一方、インターネットの活用と金

融ポータルの構築は、金融機関にとっても顧客に

とっても、飛躍的な選択肢の拡大をもたらすとと

もに、金融機関と一般ポータル企業等他業態との

激しい競争を生んでいる。

こうした状況は、フルサービスの概念の拡がり

に繋がっており、次のような点で、金融機関のイ

ンターネットに関する営業・経営戦略にも、変化

がみられるようになった。

まず、サイト上においても、単に商品・サービ

スの品揃えを増やすのみでなく、顧客のニーズ・

目標達成に必要なものを提示するファイナンシャ

ル・プランニング的アプローチが重視されるよう

になったことである。

次に、このファイナンシャル・プランニングこ

そが、今後求められる付加価値であるとして、そ

の実行のために、金融機関が、自社以外の情報・

サービスもサイトに取り込むようになったことが

挙げられる。

さらに、顧客の維持を図るために、システムや

コンテンツの更新、顧客情報の入手等を頻繁・機

動的に行う必要性があることから、部分的委託等

外部企業の活用を図る金融機関が増えた点を指摘

できる。

４ 主要金融機関の動向

ここでは、個別金融機関・金融グループの状況

として、代表的大手のシティグループ及びメリル

リンチ、早くからインターネット活用に取り組ん

でいたディスカウント・ブローカーのチャール

ズ・シュワブの事例、そして、設立当初から注目

されたインターネット専業銀行の動向をみること

とする。

４．１ シティグループの事例

全米最大の金融コングロマリットであるシティ

グループは、「eシティ」という独立部門を設け、

全社的なインターネット戦略に取り組んでいる。

同グループは、昨（９９）年８月、「シティF／I」

というサイトを開設し、預金・証券関連のサービ

ス提供を始めた。ただし、住宅ローン・クレジッ

トカード等他の商品・サービスについては、電話

での受付けや他サイトへのリンクに限定するなど、

慎重なスタートとなった。

しかし、本（２０００）年からは、次第に取扱商品・

サービスの多様化・充実化を図っており、本格的

な金融ポータルの構築を目指すものとみられてい

る。

４．２ メリル・リンチの事例

前述したように、フルサービスの大手証券は、

当初は、インターネット取引に消極的な姿勢を示

していた。新興証券や他業態が活発な動きを展開

する中で、メリル・リンチも、昨年後半から、よ

うやく段階的な参入を始めた。

同社は、まず、既存のサービスにネット取引を

加えた「アンリミテッド・アドバンテージ」を、

次に、ネット取引のための専用口座による「メリ

ルリンチ・ダイレクト」をスタートさせ、さらに、

証券総合口座（CMA）保有者に対するオンライ

ン・ショッピング・サービスの提供も開始した。

特に、「メリルリンチ・ダイレクト」の導入は、

大手証券の本格的参入を象徴するものとして、周

囲の注目を集めた。

４．３ チャールズ・シュワブの事例

ディスカウント・ブローカー最大手のチャール

ズ・シュワブは、９６年３月には、既に、インター

ネット取引専用口座である「eシュワブ」の取扱

いを開始していた。
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これによるサービスは、売買注文の執行と投資

情報の提供が中心となっており、基本的には、個

別銘柄の推奨は行っていない。ただし、同社は、

「マイ・シュワブ」というサイトにより、顧客に

向け、幅広い情報提供を行っている。また、同社

では、電子メールを重要なチャネルと位置付け、

顧客への投資情報送付に活用している。

今後は、証券関連サービスを中心としつつも、

様々なライフスタイル情報も取り込み、「マイ・

シュワブ」のポータル化を進めるものとみられる。

４．４ オンライン専業銀行の動向

９５年１０月に、世界初のインターネット専業銀行

であるセキュリティ・ファースト・ネットワー

ク・バンク（SFNB）が発足した際には、革新的

な金融機関の誕生として、金融業界のみならず、

広く関心を集めた。しかし、その後約５年を経過

した現在、インターネット専業銀行は、激化する

競争の中で、伸悩みの状況にあるともいえる。

各銀行の顧客数・口座数等に関する正確な数字

は把握し難いものの、口座数については、SFNB

で約２万１，０００、ネットバンク（９６年１０月設立）

で約６万６，０００、また、テレバンク（９８年１月設

立）で約１３万程度とみられている。一方、昨年か

ら本格参入を始めた大手銀行は、既に、インター

ネット取引にそれぞれ数十万人を取り込んだとも

いわれ、顧客囲込みの面では、既存大手が優位に

立ちつつあるとの見方も強い。

もともと、既存銀行に比べ、企業融資や市場運

用のスキルが弱く、利鞘が薄いといわれるネット

専業銀行としては、高金利と低手数料のみを売物

とするには限界がある。今後、提携も含めたポー

タル展開がどこまで可能か、それによりどこまで

顧客を惹き付けられるかが、ネット専業銀行に

とっては、一層重要なポイントとなろう。

おわりに

インターネット金融取引は、幅広い商品メ

ニューと顧客基盤を有する大手金融機関が本格的

に参入してきたことにより、現在、発展の第二段

階を迎えているといえる。

この新たな段階においては、利用者の一層の拡

大が見込まれる一方、金融機関を始めとするサー

ビス提供者にとっては、低価格・利便性以上の付

加価値が求められることとなる。それが、今後、

一層多様な金融ポータルの登場・展開と、ポータ

ル上の機能と情報の質による競争・選択を促進す

ることとなろう。

インターネット金融取引における主導権争いの

行方は、現状では、まだ明らかではないが、各金

融機関にとっては、顧客のニーズ・期待に応えら

れる金融ポータルを中心に、取引機能の高いサイ

トをいかに構築していくかが、激化する競争に勝

ち残るための最大の課題となるといえよう。
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